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輸出証明（ＥＶ）プログラムは、ＦＳＩＳの法令で定められた検査に含まれ

ない、輸入国が定めた特定製品要件を充足するために開発された。ＥＶプログ

ラムは、施設がＩＳＯ（９００１：２０００）により開発された国際的に受け

入れられたシステムに基づくプロセス管理システムを開発しているという前提

のもとで機能する。

ＡＭＳは、実際に製品を日本向けに出荷した２５の施設について追跡監査を

行った。この監査の目的は、日本向けＱＳＡ/ＥＶプログラムで策定されたト

レーサビリティ・システムが強固なものであり、不適合製品が存在する場合に

有効に機能することを証明することであった。具体的には、追跡監査の範囲に

は、２００５年１２月１３日から２００６年１月２０日までの間に（日本向け

に）出荷された製品が含まれた。監査官は、出荷・生産記録及びトレーサビリ

ティ・システムを用いることにより、この期間中に日本向けに出荷された製品

について、受け入れ可能な枝肉あるいは月齢が判明した牛由来であったことを

検証するための追跡を実施することができた。すべての製品名及び製品コード

は、それらにはせき柱が存在せず、骨なし（boneless）あるいは（部分的に骨

を除いた）準骨なし肉（semi-boneless）であったことを示した。出荷記録と

生産記録のレビューは、出荷した製品すべてには定められた除去部位、すなわ

ち、せき柱、せき髄、牛の頭部及び回腸遠位部が存在しなかったことを証明し

た。

ＱＳＡ/ＥＶ（プログラム）の監査は、２００６年４月２４日から５月４日

まで、日本向けＥＶプログラムにリストされた３５のすべての施設について行

われた。不適合事例が確認されたが、これらは製品の許容性あるいは利用可能

性に影響を及ぼすものではなかった。すべての施設では、定められた除去部位

が効果的に除去されており、日本向けＥＶプログラムの特定製品要件を充足す

ることができていた。

結論として、米国は、安全で高品質な牛肉を供給するため、日本の基準を充

足することに高いプライオリティーをおいている。我々はこれらの基準を理解

している。ＡＭＳのプロセス管理システムは、我々の世界中の貿易相手国によ

り要求される高い基準をＵＳＤＡが充足することを可能とする調和したシステ

ムである。
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背景

輸出証明（ＥＶ）プログラムは、ＦＳＩＳの法令で定められた検査に含まれ

ない、輸入国が定めた特定製品要件を充足するために開発された。これらによ

り、米国農務省（ＵＳＤＡ）の部局である食品安全検査局（ＦＳＩＳ）と農業

販売促進局（ＡＭＳ）の間で重要な連携が図られる。これらのＥＶプログラム

は、施設がＩＳＯ（９００１：２０００）により開発された国際的に受け入れ

られたシステムに基づくプロセス管理システムを開発しているという前提のも

とで機能する。したがって、これらのＥＶプログラムは、すべてＩＳＯの監査

ガイドラインＩＳＯ１９０１１：２００２に沿って監査された。

ほぼ２年に及んだ米国からの牛肉の輸出禁止の後、日本は２００５年１２月

１２日に牛肉貿易の再開に合意した。日本との貿易再開の合意において、ＵＳ

ＤＡ農業販売促進局（ＡＭＳ）は日本特有の要件が満たされることを確保する

ために導入されているシステムを評価する監査を行うことに合意した。

２００５年１２月１２日に日本向けＥＶプログラムの公式な現地監査が開始

されると、施設について、ＵＳＤＡのＥＶプログラムＡＲＣ１０３０Ｊ手順（日

本向け牛肉に関する特定製品要件(２次改正版)、２００５年１２月１２日 付

け）に照らした監査が行われた。すべての施設は、経験のあるＵＳＤＡ監査官

により監査を受けており、これら監査官は研修の一環としてＩＳＯ９００１:

２０００及びＩＳＯ１４００１：２０００の主任監査官養成研修を成功裏に終

え合格した者である。また、プログラム・マネジャーは、広範な研修と経験に

加えて数多くの品質システム評価（ＱＳＡ）／ＥＶプログラムのレビューを行

ってきており、他の国向けのすべてのＥＶプログラムと同様に日本向けＥＶプ

ログラムのすべての要件について高い見識を持っている。

監査方法

監査官は、日本向けＥＶプログラムの監査及び他国向けの監査を行うため別

添Ⅰに示された基準を用いた。監査官が評価を進めるうち、システム、プロセ

ス、手順あるいはこれら手順を実施した方法がＱＳＡプログラムの条項を遵守
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していない部分を確認する場合もある。発見された事例には様々な程度がある

ことに留意することが重要である。典型的には、これら発見された事例は次の

いずれかに分類される：気付きの点、重要度の低い不適合事例（minor non-co

nformance）と重要度の高い不適合事例(major non-conformance)。

「気付きの点」は基準に対する違反ではなく、典型的には、プロセスを監視、

あるいは文書化する、よりよい方法がある可能性があることが確認されるとい

うものである。

「重要度の低い不適合事例」は、それ単独では品質管理システム全体のシス

テム上の問題とはならないものをいう。それは、典型的には孤発的またはラン

ダムに発生する事例である。例えば、作業者の現場において最新の書類が閲覧

可能となっていない場合があげられる。最新版は作成されているが、そのコピ

ーが作業者の手に渡っておらず、旧版の手順が使われている。その他の例とし

ては、記入書類に管理番号が入っていないことや、内部監査で、期限を過ぎた

是正措置がある場合などがあげられる。

「重要度の高い不適合事例」は、基準、つまりＱＳＡプログラムのいずれか

の規範が守られていないかまたは十分に守られてきていない場合に発生する。

典型的には、組織が、ある特定の要素や規範に必要なすべての要件に対応して

きていない場合に生じる。また、組織が、プロセスあるいは手順を定めている

ものの、未だ実行していない場合、または効果的に実行していることを示せな

い場合に生じる。

すべての品質管理システムと同様、継続的な改善の機会は存在する。監査に

おいて改善が必要な分野が明らかになり、個々の監査報告書にまとめられた。

これらの項目は、監査官により完全かつ詳細な記述を付して分類された。施設

がＥＶ認定施設として引き続きリストに掲載されるためには、すべての不適合

事例が改善されることが要求される。製品の許容性及び利用可能性に影響を及

ぼす不適合事例は、即時に生産及び出荷の停止につながり、さらに、当該施設

の認定施設リストからの削除にもつながりうる。

さらに、施設が継続的に出荷の認定を受け続けるためには、不適合事例に対

処する改善措置が要求される。いったん改善措置が完了すれば、レビューと検

証が行われる。
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ＥＶプログラムの下で、施設の認定の継続を確保するためには、重要度の高

い不適合事例は、報告された日から１５営業日以内に対処され改善されなけれ

ばならない。重要度の低い不適合事例については、施設の認定の継続を確保す

るため、３０営業日以内に対処され改善されなければならない。仮に不適合事

例が製品の条件への遵守に影響を与えるのであれば、不適合事例が解決される

まで、いかなる製品も生産できない。

ＩＳＯガイドラインの概要によれば、文書化した手順は、文書化した手順の

欠如が生産されている製品の品質に悪影響を与える場合にのみ要求される。あ

る一定の作業は、その性質上文書化した手順を要求されない。しかしながら、

消費者の要求を満足させ、ＡＭＳがより高いレベルで自信を持つため、ＡＭＳ

は、企業に対し、企業のＱＳＡ／ＥＶマニュアルに追加的な手順と記録の文書

化を要求した。これらの要求された手順及び記録はＡＲＣ１００２品質システ

ム評価プログラムに定められている。これら手順あるいは記録の欠如は、重要

度の高い手順上の不適合事例であると考えられるが、たいていの場合、直接的

に不適合品に至るものではない。

遡及的監査の結果

日本向け製品の追跡調査

２００６年１月２０日に子牛肉の中にせき柱が発見されたことにより日本と

の貿易が停止された後、ＵＳＤＡは、日本向けに出荷されたすべての製品の追

跡調査を行うことに同意した。この追跡調査の目的は、日本向けＱＳＡ/ＥＶ

プログラムで策定されたトレーサビリティ・システムが強固なものであり、不

適合製品が存在する場合に有効に機能することを証明することであった。具体

的には、追跡監査の範囲には、２００５年１２月１３日から２００６年１月２

０日までの間に（日本向けに）出荷された製品が含まれた。日本向けに製品を

出荷した施設のリストは別添Ⅱのとおりである。

ＡＭＳは２５の施設について追跡調査を行った。日本向けに出荷された製品

の追跡を円滑にするため、ＡＭＳは、日本向けＥＶプログラムに認定されてい

るすべての施設に対し、２００５年１２月１２日から２００６年１月２０日の

間に日本向け輸出のために生産された製品の製品情報を提供することを求め

た。ＵＳＤＡ監査官は、この期間中に日本向けに出荷された製品について、入



【仮訳】
手可能なすべての製品・出荷記録をレビューした。製品が２０ヶ月齢以下の牛

由来であること、あるいは生理学的成熟度Ａ４０要件を満たしていることを保

証するため、すべての施設において、正式に追跡調査が行われた。すべての施

設は、日本向けに出荷された製品について有効なトレーサビリティ・システム

を有していたこと、及び製品が適合した枝肉及び動物(牛)から生産されたもの

であったことを示した。

ＡＲＣ１０３０Ｊ手順の５．１章の特定製品要件に示されるとおり、日本向

け出荷製品から除去されなければならないと定められた除去部位には、頭部、

せき髄、回腸遠位部及びせき柱が含まれている。

製品の追跡調査の間、監査官は出荷された製品のすべての記録をレビューし

た。それは出荷記録及び生産記録を含んでいた。監査官は、出荷された製品に

牛の頭部や腸が含まれていないことを保証するために製品名及び製品コードを

レビューした。レビューにより、日本向けに生産され出荷された内臓製品は牛

舌のみであったと結論づけられた。日本向けに腸の出荷がなかったことから、

この情報は回腸遠位部が日本向けに出荷されていないことの証明となり得る。

輸出された牛肉の品目には、様々な骨付き肉、骨なし肉、ハラミ、横隔膜、

及び冷蔵牛舌が含まれていた。すべての製品名及び製品コードからは、それら

にはせき柱は含まれておらず、日本向けに出荷した製品の大部分が、骨なし肉

であったことが示された。骨なしリブ、ショート・リブ、骨なしチャック・フ

ラップ、骨なしショート・プレート、ハラミ、骨なしチャック・ショート・リ

ブ及び骨なしリブ・アイ・ロールの製品コードが確認された。幾つかの施設で

は、製品名及び製品コードが骨なし牛肉のもののみであった。日本向けに出荷

したすべての製品は、せき柱を含んでおらず、骨なし肉あるいは（部分的に骨

を除いた）準骨なし肉（semi-boneless）であった。せき柱に極めて隣接した

部位と確認された牛肉の部位は、骨なしストリップ・ロイン、骨なしチャック

・ショート・リブ、骨なしリブ・アイ、骨なしサーロインなどの骨なし肉製品

であると確認された。出荷記録及び生産記録のレビューにより、定められた除

去部位、すなわちせき柱、せき髄、牛頭部及び回腸遠位部が存在しなかったこ

とが確認された。

２００５年１２月１２日から開始した第１回目の監査の間に、各施設につい

て監査が行われ、ＱＳＡプログラムを十分に実施していたことが確認された。

これら監査において、第５．１章で要求された部位を除去するプロセスが確認
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された。認定施設は、他のＱＳＡ／ＥＶプログラム向けにこれら部位を除去す

ることが要求されており、このプロセスを通常業務として実施している。

また、４月／５月の監査においても、これらのプロセスがレビューされ、ま

た検証された。製品名と製品コードを含む日本向け出荷製品の文書のレビュー

とこれら２つの監査の結果は、日本向けに出荷されたすべての製品が認定され

たＱＳＡプログラムに従って生産されたこと、ＵＳＤＡ輸出証明（ＥＶ）プロ

グラムの日本向け特定牛肉製品要件であるＡＲＣ１０３０Ｊ手順に規定される

要件を充足していることを示している。実施された追跡監査は以下の２つの要

件を確認した。

5 特定された製品の条件

5.1 食品安全検査局（FSIS）のウェブサイトに記載されている日本に輸出可能な牛肉及び

牛の内臓は、施設のHACCPまたは衛生標準作業手順（SSOP）中で規定されている手順で

加工されなければならず、以下の部位を衛生的に除去し、これらの組織が日本向けに

輸出される食肉製品に混入することを防止しなければならない。

5.1.1 牛の頭部 (舌及びほほ肉を除くが扁桃を含む)、せき髄、回腸遠位部 (盲腸との接

続部分から２ｍまでの部分)、及びせき柱 (胸椎・腰椎の横突起、仙骨翼及び尾椎

を除く)

5.2 輸出可能な製品は、以下のいずれかの方法（5.2.1又は5.2.2）を用いて、と畜時にお

いて20ヶ月齢以下の牛由来でなければならない。

最近の監査の結果

２００６年４月／５月に実施した監査

すべての施設は、ＵＳＤＡと日本政府による監査の終了時の会合で作られた

新たな要件と、１月２０日の日本との貿易停止後に取り決めた新たな要件を含

むすべての要件について、監査を受けた。日本向け輸出認定施設は、同施設が

出荷を許可されている他のすべての国向けＱＳＡ／ＥＶプログラムの運営を継

続していた。

ＱＳＡ／ＥＶ監査は、２００６年４月２４日から５月４日まで実施された。

すべての監査は、ＩＳＯ監査ガイドライン（ＩＳＯ１９０１１：２００２）に
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従って実施された。加えて、すべての監査官は、日本政府からの意見を踏まえ

て作成されたＡＲＣ１００２チェックリストを使用した。ＡＭＳ主任監査官は、

別添Ⅰに概要が掲載されている基準に従って、ＡＲＣ１０３０Ｊ（すなわち日

本向けＥＶプログラム）の監査を行った。

この監査の間、監査基準の遵守を検証するため、ＡＭＳは、すべてのＱＳＡ

／ＥＶプログラム・マニュアルをレビューした。各施設のＱＳＡ／ＥＶプログ

ラム・マニュアルは十分なものであったが、ＡＭＳは、文書化された手順の詳

細な記述の欠如に起因するいくつかの不適合事例を特定した。ＵＳＤＡ監査官

は、ＥＶプログラム手順に関する施設の従業員の理解度の評価と併せ、文書化

した手順のレビューに重点を置いた。

２つの子牛肉施設の認定取消後、ＡＭＳのウエブサイトに日本向け輸出認定

されたものとして３８施設が掲載されており、ＡＭＳはそのうち３５施設に対

して監査を実施した。他の３施設について監査を行わなかった理由は次のとお

りである：元々日本向けＥＶプログラムの下で認定されていた１施設は、プロ

グラムから除外されることを要請し、２施設は閉鎖されている。監査を行った

１０施設において、ＡＭＳはいかなる不適合事例も発見しなかった。その他の

２５施設においては、手順上の問題が確認された。これらは施設が日本向け製

品を生産する資格が与えられる前に解決されることとなっている。

以下の６つの手順上の重要度の高い不適合事例が確認された。これらの不適

合事例は製品の許容性及び利用可能性に影響を与えるものでなかった。

重要度の高い不適合事例１

要件：企業は外部の施設から購入あるいは受け入れ、ＥＶプログラムにお

いて使用される製品が、受け入れ要件に適合していることを確保しな

ければならない。

発見された事例：と畜された１ロットの牛について、牛の出生日を明記し

た証明が施設の記録に残されていなかった。このロットは施設に受け

入れられ、２０ヶ月齢以下の牛群に分類され、日本向け輸出適格品と

された。しかしながらこれらの牛は、２０ヶ月齢以下の牛の供給を行

う認定施設から供給されていた。さらに記録により、牛の月齢が２０

ヶ月齢以下であることが確認された。

重要度の高い不適合事例２
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要件：ＥＶプログラムの追加要件は、企業がＡＭＳの製品確認書及び加工

用原料確認書の要件への対応を求めている。

発見された事例：企業はＡＲＣ事務所への電子メールによってこの要件に

十分に対応したが、そのＥＶ手順書では、その要件について、一部の

みが修正されていたに過ぎなかった。

重要度の高い不適合事例３

要件：企業は一定の頻度で内部監査を実施しなければならない。内部監査

では、品質管理システムが、a)監査の計画、手続きに関する要件及び

企業が作成した品質管理システム要件に適合しているか、また、b)効

果的に実施され、かつ維持されているかについて明らかにしなければ

ならない。企業は、監査の基準、範囲、頻度及び方法、監査官の選任

基準及び監査手順の客観性と公平性を担保するような監査官の行動基

準（監査官は自らの仕事の監査を行ってはならない）並びにフォロー

アップ作業について規定した手順書を作成しなければならない。

発見された事例：今日まで内部監査が行われていなかった。手順書では生

産管理者が内部監査の実施の任に当たることになっている。品質マニ

ュアル中のその他の手順では、この製品管理者がプログラム実施に関

する責任をもつこととされている。しかしながら、ＵＳＤＡによる監

査において、すべての工程の管理が行われ、システムが十分機能して

いたと判定された。

重要度の高い不適合事例４

要件：企業は不適合製品（原材料ないし加工製品）を意図せず利用するこ

とのないよう、確実に分別・管理しなければならない。

発見された事例：企業の品質マニュアルには不適合製品の管理を明記した

手順が含まれていないか、施設のどの職員がその任に当たるかを特定

していなかった。追記すべき点として、査察の際にはこの施設は日本

向け製品の生産を行っていなかった。

重要度の高い不適合事例５

要件：2006年４月3日に発効したEVプログラムの追加要件では、企業は、

輸出国別に全認定製品のリストを提示しなければならない。この製品

リストには輸出国別の製品コードが付されていなければならない。

発見された事例：現在の製品リストでは、北米食肉加工協会（NAMP）ミー

ト・バイヤーズガイドの識別番号が、輸出国ごとの製品コードの代わ
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りに使用されている。これは各輸出国向けの製品に固有のコードとし

ては認められない。しかしながら、過去に認定されたその他の管理方

法が、製品の適切な輸出先への出荷を保証するものとして用いられて

いた。

重要度の高い不適合事例６

要件：企業は、製造工程全体を通じて適切な手段で製品(すなわち、原材

料ないし加工製品)を識別するための手順書を保持しなければならな

い。また、手順書には個々の製品の識別方法及び記録方法を明記しな

ければならない。その企業では、日本向けの２０ヶ月齢以下の枝肉由

来製品は赤字で印した白い箱に詰められることとなっている。

発見された事例：製品コードのレビューにより、日本向け製品専用に赤と

白の箱が使用されていたとしても、ＥＶプログラムに用いられる製品

コードが日本向け製品を識別するための固有のコードとなっていない

ことが示された。同じ製品コードが、２０ヶ月齢以下の枝肉由来製品

と２０ヶ月齢を超え３０ヶ月齢未満の枝肉由来製品に用いられてい

る。しかしながら、過去に認定されたその他の管理方法が、製品の適

切な輸出先への出荷を保証するものとして用いられていた。

以下に示すものは、監査で確認された重要度の低い不適合事例の例である。

これら手順上の不適合事例は製品の許容性及び利用可能性に影響を与えるもの

ではなかった。これらは施設が日本向け製品を生産する資格が与えられる前に

解決されることとなっている。

重要度の低い不適合事例１

要件：遺失、破損あるいは改ざんを防ぐ方法により、記録が保管されなけ

ればならない。

発見された事例：品質マニュアルにこの要件が記述されていない。品質マ

ニュアルには記述していないが記録はきちんと保持されていた。

重要度の低い不適合事例２

要件：企業は、内部監査を計画された頻度で実施しなければならず、また、

効果的に実施し維持しなければならない。企業の品質マニュアルでは

内部監査は四半期ベースで実施されることが定められている。

発見された事例：企業は内部監査を１回実施していたが、その次の計画さ

れた四半期監査を実施していなかった。監査チェックリストも内部監
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査の有効性を確認するための手順に含まれていなかった。しかしなが

ら、ＵＳＤＡの監査期間中に、すべてのプロセス管理が適切に実施さ

れており、システムが十分に機能していると判定された。

重要度の低い不適合事例３

要件：ＥＶプログラムの追加要件では、ＱＳＡ／ＥＶプログラム認定製品

が他のＱＳＡ／ＥＶプログラム認定供給先から供給される場合、認定

プログラムに企業の供給先リストを含むことを要求している。

発見された事例：企業の供給先リストでは、外部の供給先からいかなるＥ

Ｖ製品も供給されないことが定められている。しかしながら、企業は、

この変更を反映させるための品質マニュアルとＥＶ輸出手順の更新を

行っていなかった。企しかし企業は、２００５年１０月以降外部供給

先から枝肉の供給を受けていなかった。

重要度の低い不適合事例４

要件:ＱＳＡプログラム手順は、最新の書類だけが使用されている状況を

確保するため、ＱＳＡの書類に日付あるいは改正の番号を付すことを

要求している。

発見された事例:品質マニュアルのレビューによりいくつかの添付書類に

日付がなく、あるいは改正の番号が含まれていなかったことが判明し

た。また、複数ページにわたる書類にページ番号がなかった。

今回の監査の間には、施設では日本向けに出荷する製品を生産していなかっ

たため、日本向けＥＶプログラムに特有で特異な作業のいくつかについては観

察できなかった。これらの特定の作業とは、製品は２０ヶ月齢以下の牛由来あ

るいは生理学的成熟度Ａ４０要件を満たしていることが判明している枝肉由来

でなければならないとの要件に関連するものであった。

施設は、日本向けに出荷される製品の生産を特に行っていたわけでもなく、

また、日本向けに出荷される製品の要件が２０ヶ月齢以下の牛由来でなければ

ならないというものであるにもかかわらず、すべての施設では、定められた除

去部位が効果的に除去されており、日本向けＥＶプログラムの特定製品要件を

充足することができていた。

これら特定のプロセスには、すべての定められた除去部位の除去、適合製品

と不適合製品の分別、製品の表示及びプログラムにおける作業の文書化が含ま
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れている。

定められた除去部位の除去に係わる作業について文書化した手順が整備され

ていることを確保することに、特に注意が払われた。すべての監査と同様、Ａ

ＭＳは施設のすべての場所で実際の生産手順の広範囲にわたるレビューを実施

し、ＥＶプログラムの要件への適合を目視により確認した。すべての事例にお

いて、施設は要件に従ってこれら作業を実施していた。ＡＭＳは施設が不適合

製品を生産していた案件を発見することはなかった。

施設は、すべての未解決の手続き上の問題に対応されるまで、日本向けＥＶ

プログラムの承認を受けることはない。発見された事実のいくつかに対する改

善措置は既に提出されてきているが、すべての事案に対するすべての改善措置

は２００６年５月までにＡＭＳに提出されなければならない。

まとめ

日本向けＥＶプログラム及び他国向けＥＶプログラムの継続的なレビューを

通じて、ＡＭＳのＱＳＡ／ＥＶプログラムはＵＳＤＡ部局間に効果的な連携を

もたらすことを証明した。これらのＱＳＡ／ＥＶシステムは、製品の品質と信

頼性を保証するため、過去５０年にわたって先進国及び開発途上国により用い

られてきた、国際的に認めれられたプロセス管理及び監査の標準に基づいてい

る。

結論としては、米国は、安全で高品質の牛肉を供給するため、日本の基準を

充足することに高いプライオリティーをおいている。我々はこれらの基準を理

解している。ＡＭＳのプロセス管理システムは、我々の世界中の貿易相手国に

より要求される高い基準をＵＳＤＡが充足することを可能とする調和したシス

テムである。
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別添Ⅰ 日本向け輸出証明プログラムの監査のため、ＡＭＳ主任監査官により

使用された監査基準のリスト

・施設の認定されたＱＳＡ／ＥＶプログラム

・ＵＳＤＡ品質システム評価（ＱＳＡ）プログラム ＡＲＣ１００２手

順（２００５年３月４日付け）

・日本向けＥＶプログラムにおけるカナダ、メキシコあるいは第３清浄

国から合法的に輸入された牛の扱いについて（２００５年１２月１２

日付け、１次改正版）

・日本向けＥＶプログラム－特定要件の明確化について（２００５年１

２月３０日付け)

・ＥＶプログラム追加要件（２００６年３月１日付け、２００６年４月

３日改正及び施行）

・ＵＳＤＡ輸出証明（ＥＶ）プログラム ＡＲＣ１０３０Ｊ手順：日本

向け特定牛肉製品要件（２００５年１２月１２日付け、２次改正版）
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別添Ⅱ 日本向けに製品を出荷した施設のリスト

施設番号 施設名及び所在地

1 683 PM Beef Holdings, in Windom, MN

2 21488 Brawley Beef (Brawley), in Brawley, CA

3 27472 Premium Protein Products, Hastings, NE

4 86R Cargill Meat Solutions, in Ft. Morgan, CO

5 86M Cargill Meat Solutions, in Schuyler, NE

6 562M Smithfield Beef Group, Packerland Packing Company, in Plainwell, MI

7 969 Swift Beef Company, in Greeley, CO

8 410 American Foods Group, in Green Bay, WI

9 1311 Moyer Packing Company, in Souderton, PA

10 245J Tyson Fresh Meats, in Geneseo, IL

11 628 Swift Beef Company, in Hyrum, UT

12 969G Swift Beef Company, Grand Island, NE

13 235 Washington Beef, LLC dba AB Foods, in Toppenish, WA

14 562 Smithfield Beef Group – Packerland Packing Company, in Green Bay, WI

15 267 Sunland Beef Company, in Tolleson, AZ

16 245E Tyson Fresh Meats, in Amarillo, TX

17 208A National Beef Packing Company, in Liberal, KS

18 262 National Beef Packing Company, LLC, in Dodge City, KS

19 19336 Nebraska Beef Ltd., in Omaha, NE

20 27 Creekstone Farms Premium Beef, in Arkansas City, KS

21 960/960A Greater Omaha Packing Company, in Omaha, NE

22 245D Tyson Fresh Meats (Tyson), in Emporia, KS

23 6173 Masami Foods, in Klamath Falls, OR

24 86K Cargill Meat Solutions Corporation, Dodge City, KS

25 783 Harris Ranch Beef Company, in Selma, CA


